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第1章 庁舎等行政施設の個別施設計画について 

1-1  背景 

本市の公共施設（建物系）とインフラ（以下「公共施設等」と総称する。）は、高度経済成長を背景

に人口の増加や行政需要の拡大に比例する形で整備されてきました。実際、昭和４０年代半ばか

ら５０年代後半にかけての建設・整備が集中しています。これらの公共施設等は、年月の経過に伴

い老朽化が進行し、一斉に更新の時期を迎えます。 

そのようなことから、本市では、公共施設等を総合的かつ計画的な管理を推進するために、国

からの公共施設等総合管理計画の策定要請を受け、「取手市公共施設等総合管理計画」（以下「総

合管理計画」という。）を平成２８年（2016）７月に策定し、令和４年（2022）３月には、施設の現

状を勘案しながらの施設評価による適正配置方針や、「施設のあり方の検討時期」、「修繕・改修周

期の考え方」など、維持・保全の基本方針などを示した、「取手市公共施設等総合管理計画第１次

行動計画」（以下「第１次行動計画」という。）を策定しました。 

 

1-2  計画の目的 

庁舎等行政施設個別施設計画は、第１次行動計画において、個別施設計画に求められた施設の

現状を勘案しながらの施設評価による適正配置方針や、維持・保全の基本方針など踏まえ施設ご

との再配置や保全のスケジュールについて、施設の状態を把握し、状態に合わせた施設整備の水

準を示し、施設が目指すべき姿に向けた行動計画を検討します。 
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1-3  計画の位置づけ 

本計画は、平成２５年（2013）１１月に国土交通省から公表された「インフラ長寿命化基本計画」と、

その後、総務省が地方公共団体に対し策定を要請した個別施設計画として位置づけます。 

また、総合管理計画で掲げた、今後の人口動向や厳しい財政見通しを踏まえて、3 つの基本理

念・方針や、試算の結果、長寿命化や保全による基準の見直しを行っても、既存の施設を全て維持

することはできないことから、当市の財政状況で更新等にかかる費用を賄えるまで施設量を縮減

する必要があるとして設定した縮減目標の実施計画と位置づけます。 

 

図表 1-1 計画の位置づけ 
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1-4  計画期間 

令和６年度（20２４）から令和１５年度（20３３）の１０年間 

本計画は、令和6年度（2024）から令和15年度（203３）までの10年間を計画期間として定めま

す。 

ただし、上位計画である第1次行動計画を令和４年度（2022）から令和13年度（2031）の10年間

としていることから、実績等を基に反映させたうえで、社会情勢の変化や本計画の進歩状況等を踏ま

えて、適宜見直しを行います。 

1-5  対象施設 

本計画は、総合管理計画で対象とする184施設のうち、市が保有する、庁舎等行政施設6施設

を対象とします。 

 

図表 1-2 対象施設 

施設名 延床面積（㎡） 所管課 

取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 7,807 管財課 

取手市役所藤代庁舎 5,837 藤代総合窓口課 

取手市役所分庁舎 1,0８５ 都市計画課 

取手支所 109 取手支所 

戸頭窓口 34 取手支所 

市民活動支援センター 10５ 市民協働課 
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第2章 庁舎等行政施設の目指すべき姿 

庁舎等行政施設は、市民の行政手続の窓口機能、職員が業務を行う事務所機能、市議会を行う

ための議場、災害時における拠点など、様々な行政サービスを提供する施設です。 

取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟）は窓口・事務所・議会・会議・防災に関する機能を備え

ています。 

取手市役所藤代庁舎は事務所及び窓口機能を備え、一箇所の専用窓口においてワンストップで

手続を完了する総合窓口を設置しています。また、施設内には、市民活動に関する事務所及び会

議機能を備えた市民活動支援センターの他、子育て支援施設や高齢者福祉施設等の複数の機能

を備えており、多機能施設として地域の拠点となっています。 

取手市役所分庁舎は事務所及び防災機能等を備えている複合施設です。 

そのほか、事務所として取手支所、戸頭窓口といった複数の窓口機能を設置し、利便性の高い

行政サービスを提供しています。 

庁舎等行政施設は、欠かすことのできない施設であることから、社会情勢の変化に伴う働き方

の変化やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）、他の公共施設機能との複合化・集約化といっ

たファシリティマネジメントの視点を考慮しながら、まちづくりの中枢として機能するように整備し

ていく必要があります。併せて、災害時には災害応急対応の実施拠点となることから、非常時での

機能性の確保なども求められています。 

多くの建物が建築後 30 年以上経過しているため、施設の老朽化が進み、維持管理に課題があ

ります。また、市民ニーズの多様化への対応や、社会情勢の変化などへの対応が求められていま

す。 

これらを踏まえ、以下のとおり庁舎等行政施設の目指すべき姿となる（１）から（４）を設定します。 
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（1） 安全安心な施設 

劣化が進む部位の機能回復など、老朽化する施設に適切な保全を行うことで、安全安心な

施設を目指します。 

（2） 行政の拠点としての施設 

庁舎等行政施設は行政サービスの拠点であり、多くの市民が訪れることから、障害の有無、

年齢、性別等にかかわらず、誰もが利用しやすい施設を目指します。また、災害時の拠点で

あることから、高い防災機能を備えた施設を目指します。 

施設の複合化・集約化等、多機能化による利便性を高め、多機能施設として地域の拠点と

しての施設を目指します。 

（3） 持続可能な施設 

設備の更新、改修時においては、省エネルギー性能の優れた設備導入などにより、環境負

荷の低減に配慮した、持続可能な施設を目指します。 

（4） 環境変化に対応した施設 

長寿命化や建て替えを検討する際は、他の機能との複合化について検討し、環境の変化に

対応した施設を目指します。 
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 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

様々な行政サービスに欠かすことの出来ない拠点であり、災害時においても対策拠点とな

ることから、機能を維持していく必要があるため、今後も適正管理とともに、計画的な改修を

実施していきます。 

 

 取手市役所藤代庁舎 

行政サービス及び多機能施設として藤代地区の拠点であり、災害時の防災用品備蓄場所

であることから、今後も適正管理とともに、計画的な改修を実施していきます。 

 

 取手市役所分庁舎 

行政サービスの多機能施設として、今後も適正管理とともに、計画的な改修を実施してい

きます。 

 

 取手支所・戸頭窓口 

取手支所は、取手駅周辺地区・東部地区の行政サービスの拠点として、複合している福祉

会館のあり方検討（令和７年）において連携し、今後の施設のあり方を検討していきます。 

戸頭窓口は、西部地区の行政サービスの拠点として、戸頭公民館と複合しているため、長

寿命化計画、大規模改修の時期などについては戸頭公民館と検討していきます。 

 

 市民活動支援センター 

市内で社会貢献活動を行う団体や個人の拠点として取手市役所藤代庁舎と複合している

ため、長寿命化計画、大規模改修の時期などについては取手市役所藤代庁舎と検討していき

ます。 
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参考として、「取手市公共施設等総合管理計画」（平成 28 年（２０１６）７月策定）に掲載されている

庁舎等行政施設の課題の内、未対応の課題と、改善の方向性は以下のとおりです。 

課題 

・ 防災の拠点となる庁舎は、長寿命化に向けた取り組みが必要となっています。 

・ 窓口業務を行っている施設では、一部近接して同様の機能が配置されています。 

 

改善の方向性 

・ 庁舎は防災の拠点となる重要な施設であることから、今後老朽化対策工事の計画的な維持

保全を行うことにより長寿命化に取り組んでいきます。 

・ 施設の更新や老朽化対策工事時にはバリアフリー化や環境に配慮した仕様を検討していき

ます。 

・ 窓口業務等、近接して同様の機能を有する施設が配置されている場合には、利用状況を踏

まえて集約化や複合化を検討していきます。 

・ 窓口業務を行っている施設については、トータルコストの削減のため他の公共施設との複合

化、事務の効率化や職員の適正配置等、総合的な見直しに取り組んでいきます。 
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第3章 施設の状態等 

3-1  庁舎等行政施設の運営状況・活用実況等の実態 

（1） 取手市の将来人口の推移 

① 市内総人口 

市の総人口は、平成 10 年(1998)の 11.8 万人をピークに減少傾向にあり、令和 22 年

(2040)には約 4 分の 3 に減少し、2.8 人に 1 人が老齢人口(65 歳以上)になると予想されて

います。 

図表 3-1 人口状況 

 

出典：第六次取手市総合計画 基本計画「とりで未来創造プラン 2024」 

② 人口減少推移による影響 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟）・取手市役所藤代庁舎・取手市役所分庁舎 

老齢人口の増加により、高齢者向けのサービスや需要が増えることが予想され、施設の更新や

老朽化対策工事の際には、バリアフリー化や環境に配慮した仕様の検討が必要です。 

また、人口減少により税収が減少する可能性があるため、計画的な改修を実施する必要があり

ます。 
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 取手支所・戸頭窓口 

人口の減少により取手支所及び戸頭窓口の利用者は減少すると予想されますが、老齢人口の

増加により、高齢者向けのサービスや需要が増えることが予想されるため、施設の更新や老朽

化対策工事の際には、バリアフリー化や環境に配慮した仕様の検討が必要です。 

 

 市民活動支援センター 

老齢人口の増加により、利用団体の高齢化が予想されます。センター内において、高齢者だけ

でなく、誰もが使用しやすいよう配慮した環境整備が必要です。 

（2） 現在の利用状況 

庁舎等行政施設であるため特定の利用者層は無く、各種証明書や行政サービスを受ける全ての市民

を対象としています。 

また、各施設の特徴は以下のとおりです。 

 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

各種証明書の交付や戸籍、住民基本台帳に基づく手続、国民健康保険、国民年金に関する事、

税金に関する事、健康、福祉に関する事など、市の行政サービスを受ける市民や事業に関連する

事業者が利用しています。また、事務所として、最も多くの職員が勤務しており、約３８０名の職

員が従事しています。（会計年度職員、関係団体及び銀行等の入居機関は除く。） 

 

 取手市役所藤代庁舎 

各種証明書の交付や戸籍、住民基本台帳に基づく手続、国民健康保険、国民年金に関する事、

税金に関する事、健康、福祉に関する事など、市の行政サービスを受ける市民や事業に関連する

事業者が利用しています。また、子育て支援施設（藤代地域子育て支援センター）及び高齢者福

祉施設（げんきサロン藤代）を含む複合施設であるため、両施設を利用する乳幼児及び高齢者の

利用が多くなっています。さらに、事務所として、主に教育委員会職員が事務を行っており、約７

０名の職員が従事しています。（県職、会計年度職員、関係団体は除く。） 

 

 取手市役所分庁舎 

都市整備部の業務に関連する来庁者があり、また、 青少年センター及びこども発達センターを

含む複合施設であるため、両施設を利用する児童・生徒の利用が多い施設です。また、事務所と

して、都市整備部の職員が事務を行っており、約４０名の職員が従事しています。（会計年度職員、

関係団体は除く。） 
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 取手支所・戸頭窓口 

取手支所は、市民課、納税課、課税課に関する各種証明書の交付や戸籍、住民基本台帳に基づ

く手続、国民健康保険、国民年金に関する事、税金に関する事、健康、福祉に関する事など、市の

行政サービスを受ける市民が利用している施設で、利用件数は年間約１２，０００件となっており、

５名の職員が従事しています。（会計年度職員は除く。） 

戸頭窓口は、西部地域を対象に、市民課、納税課、課税課に関する各種証明書の交付、スポー

ツ施設の貸出し受付業務など市の行政サービスを受ける市民が利用している施設で、利用件数

は年間約５，０００件となっており２名の職員が従事しています。（会計年度職員は除く。） 

 

 市民活動支援センター 

社会貢献活動に関する情報の収集・発信の場や、会議スペースとして利用されている施設で、

令和４年度は３６９団体（延べ数）に利用されています。 

 

（3） 利用状況の変化 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

庁舎等行政施設として昭和４５年度（１９７０）に建築し、その後の人口増加による行政サービス

拡大や福祉部門の集約化のため、平成５年度（１９９３）に新庁舎を増築し、全年齢の市民による

利用がされている施設です。しかし、マイナンバーカードの普及により、各種証明書等は、コンビ

ニエンスストアでの発行件数が増加しており、庁舎での発行件数は、年々減少していくことが予

測されます。   

 

 取手市役所藤代庁舎 

庁舎等行政施設として平成２年度（１９９０）に建築し、平成１８年度（２００６）に庁舎内の一部を

改装し、子育て支援施設（藤代地域子育て支援センター）及び高齢者福祉施設（げんきサロン藤

代）を開設して以降は、両施設を利用する乳幼児及び高齢者の利用が増えています。しかし、マイ

ナンバーカードの普及により、各種証明書等は、コンビニエンスストアでの発行件数が増加して

おり、庁舎での発行件数は、年々減少していくことが予測されます。   

 

 取手市役所分庁舎 

庁舎等行政施設の複合施設として平成２５年度（２０１３）から利用が開始されて以来、利用者

層の変化は見られません。 
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 取手支所・戸頭窓口 

マイナンバーカードの普及により、各種証明書等は、コンビニエンスストアでの発行件数が増加

しており、取手支所、戸頭窓口で発行件数は、年々減少していくことが予測されます。 

 

 市民活動支援センター 

利用が社会貢献活動を行う団体・個人に限られているため、利用者層や利用形態の変化等は

特にありません。 
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（4） 庁舎等行政施設の配置状況 

本計画の対象となる庁舎等行政施設（６個所）の市内の配置状況は以下のとおりです。 

 

 

 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

 

 

取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

戸頭窓口 

取手市役所 分庁舎 

取手支所 

取手市役所 藤代庁舎 

市民活動支援センター 

図表 3-2 庁舎等行政施設の配置状況 
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 取手市役所藤代庁舎・市民活動支援センター 

 

 取手市役所分庁舎 
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 取手支所（福祉会館内） 

 

 戸頭窓口（戸頭公民館内） 
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（5） 庁舎等行政施設の保有量 

① 庁舎等行政施設の現状 

本市は平成 27 年（2015）時点で約２４．７万㎡ の公共施設を保有しています。 

行政系施設は公共施設保有量全体の１０．７％を占めており、また、庁舎等行政施設は、行政

系施設の６６％に該当します。 

出典：取手市公共施設等総合管理計画 

 

【取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟）】 ７，８０７㎡ 

（施設）取手市役所                                     9，037 ㎡ 

（取手市役所の敷地内には、小規模施設・付帯設備が複数あり、それらの施設を合計した面積） 

取手市役所（本庁舎）  4，640 ㎡ 

取手市役所（新庁舎） 1，661 ㎡ 

取手市役所（議会棟） １，５０6 ㎡ 

取手市役所（現場管理室） ２０㎡ ※小規模施設・付帯設備 

取手市役所（車両管理室） １５㎡ ※小規模施設・付帯設備 

取手市役所（現場管理室車庫） ３８７㎡ ※小規模施設・付帯設備 

取手市役所（車両管理室車庫） １５９㎡ ※小規模施設・付帯設備 

取手市役所（市有バス車庫１） ６５㎡ ※小規模施設・付帯設備 

取手市役所（市有バス車庫２） ３６㎡ ※小規模施設・付帯設備 

取手市役所（防災倉庫） ７２㎡ ※小規模施設・付帯設備 

  

図表 3-３ 類型別公共施設保有割合 
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【取手市役所藤代庁舎】 ５，８３７㎡ 

（施設）取手市役所 藤代庁舎 ６，６３６㎡ 

（取手市役所 藤代庁舎の敷地内には、小規模施設・付帯設備が複数あり、それらの施設を合計した面積） 

親施設 藤代庁舎 ５，８３７㎡ 

子施設 藤代地域子育て支援センター １２９㎡ 

子施設 げんきサロン藤代 １０１㎡ 

子施設 市民活動支援センター １０５㎡ 

取手市役所 藤代庁舎 現業棟 ３９８㎡ ※小規模施設・付帯設備 

取手市役所 藤代庁舎 バス車庫 ６６㎡ ※小規模施設・付帯設備 

 

【取手市役所分庁舎】 １，０８５㎡ 

（施設）取手市役所 分庁舎 ２，３３９㎡ 

親施設 取手市役所 分庁舎 １，０６８㎡ 

子施設 青少年センター  ９０㎡ 

子施設 こども発達センター １，１４８㎡ 

取手市役所 分庁舎 エレベーター棟    １７㎡ 

分庁舎 倉庫 16 ㎡  ※小規模施設・付帯設備 

 

【取手支所】  １０９㎡ 

（施設）福祉会館 ※福祉会館 ３，２２６㎡ 

親施設 福祉会館 ３，１１７㎡ 

子施設 取手支所 １０９㎡ 

 

【戸頭窓口】    ３４㎡ 

（施設）戸頭公民館  ※本館 １，２０６㎡ 

親施設 戸頭公民館 ８４７㎡ 

子施設 戸頭公民館図書室 ３２５㎡ 

子施設 戸頭窓口    ３４㎡ 

 

【市民活動支援センター】  １０５㎡ 

（施設）取手市役所 藤代庁舎 ６，１７２㎡ 

親施設 藤代庁舎 ５，８３７㎡ 

子施設 藤代地域子育て支援センター １２９㎡ 

子施設 げんきサロン藤代 １０１㎡ 

子施設 市民活動支援センター １０５㎡ 
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② 築年別整備状況 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

昭和４５年度（１９７０）に本庁舎と議会棟を建築し、平成５年度（１９９３）に新庁舎を増築しまし

た。 

老朽化対策のため、平成２５年度（２０１３）に、取手本庁舎耐震補強・大規模改造工事、また、耐

震診断に基づく耐震補強として平成２６年度（２０１４）に議会棟耐震補強工事を実施しました。 

その他、令和２年度（２０２０）に非常用発電設備改修工事、令和４年度（２０２２）にエレベーター

改修工事及び揚水ポンプ改修工事、令和５年度（２０２３）に照明器具改修工事（ＬＥＤ化）を実施

しました。 

 

 取手市役所藤代庁舎 

平成２年度（１９９０）に建築し、平成２７年度（２０１５）にエアコン設備改修工事、平成２９年度（２

０１７）にエレベーター改修工事、令和３年度（２０２１）にトイレ改修工事を実施しました。 

 

 取手市役所分庁舎 

昭和５７年度（１９８２）に東京電力（株）取手営業所として建築され、平成元年度（１９８９）に増

築されました。 

分庁舎として利用するため、平成２４年度（２０１２）に購入し、改修工事を実施した後、平成２５

年度（２０１３）より分庁舎として利用し、平成２６年度（２０１４）にエレベーター棟の増築、令和４

年度（２０２２）に受変電設備改修工事及び照明器具ＬＥＤ化工事を実施しました。 

 

 取手支所・戸頭窓口 

取手支所は支所・福祉会館として、昭和４５年度（１９７０）に建築し、建築後５３年が経過してい

ます。平成２５年度（２０１３）に耐震工事が実施され、令和元年度（２０１９）に全面改修工事を実

施しました。 

戸頭窓口は、平成４年度（１９９２）に戸頭公民館内に開設しました。戸頭公民館は、昭和５８年

（１９８３）に建築し、建築後４０年が経過しています。 
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 市民活動支援センター 

旧市民活動支援センターの建物の老朽化等により、平成２９年度（２０１７）に藤代庁舎１階に移

転しました。 

藤代庁舎は、平成２年度（１９９０）に建築し、建築後３３年が経過しています。 

 

 

（6） 施設関連経費の推移 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

人件費や施設の維持に係る委託料、使用料及び賃借料など事業の経費を含む年度間の維持管

理コストを比較すると、ほぼ横ばいとなっていますが、施設の設備機器の老朽化に伴い維持補修

費が、年々増加することが見込まれます。 

 

 取手市役所藤代庁舎 

人件費や施設の維持に係る委託料、使用料及び賃借料など事業の経費を含む年度間の維持管

理コストを比較すると、平成２７年（２０１５）のエアコン設備改修工事以降は、電気の使用量が大き

く削減され、また、令和３年（２０２１）のトイレ改修工事以降は、上水道使用量が大きく削減され、

光熱水費が削減されている状況です。施設の設備機器の老朽化に伴い維持補修費が、年々増加す

ることが見込まれます。 

 

 取手市役所分庁舎 

人件費や施設の維持に係る委託料、使用料及び賃借料など事業の経費を含む年度間の維持管

理コストを比較すると、令和４年（２０２２）の照明器具ＬＥＤ化工事により、電気の使用量が削減さ

れている状況です。施設の設備機器の老朽化に伴い維持補修費が、年々増加することが見込まれ

ます。 

  

図表 3-４ 庁舎行政施設の築年別整備状況 
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 取手支所・戸頭窓口 

取手支所は、複合施設として１室を利用しているため、人件費や施設の維持に係る委託料、使用

料及び賃借料等及び、施設の維持費等のコストは代表施設が負担しています。 

戸頭窓口は、複合施設として１室を利用しているため、光熱水費について戸頭公民館と費用を

分担していますが、人件費や施設の維持に係る委託料、賃借料等及び、施設の維持費等のコストは

代表施設が負担しています。 

 

 市民活動支援センター 

市民活動支援センターは、複合施設として１室を利用しているため、人件費や施設の維持に係る

委託料、使用料及び賃借料等及び、施設の維持費等のコストは代表施設が負担しています。 

 

図表 3-５ 庁舎等行政施設の施設関連経費の推移 

 

  

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

修繕費 12,632,579 11,802,580 8,988,858 7,251,156 3,387,770

維持管理経費 63,535,004 64,010,466 73,049,457 48,248,035 69,844,923

光熱水費 32,543,216 31,234,058 30,487,914 37,466,969 49,866,248

合計（円） 108,710,799 107,047,104 112,526,229 92,966,160 123,098,941
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（7） 今後の維持・更新コスト（従来型） 

従来型での維持管理では、３２年間（２０２４～２０５５）の合計は、約７３．９億円、１年間の平均は

2.3億円という試算です。 

 令和6年度（２０２４）からの10年で約３０億円かかる見込みで、１年間の経費の平均は約3億円と

なります。 

 また、ピークとなる令和1２年度（２０３０）から令和14年度（２０３２）では、約9億円の経費が必要

となるため、計画通りに維持管理を行う場合は3倍以上の金額となります。現状の財政状況から建

設費の大幅な増加は見込めず、現状のまま維持していくことが困難な状況です。 

 

 

 

図表 3-６ 庁舎等行政施設の今後の維持管理更新コスト（従来型） 
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（8） 各施設の概要 

※小規模施設・付帯設備は、灰色で表示しています。 
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3-2  庁舎等行政施設の劣化状況の実態 

庁舎等行政施設の劣化状況につきましては、当市で導入している公共施設マネジメントシステ

ム（以下「システム」という。）(注)の総合劣化度を基準とします。 

（1） 総合劣化度 

統一的な基準で、建物の劣化状況を把握するため、建物調査シート（巻末：参考資料）を用いて、

建物ごとに調査を実施します。調査の結果はシステムに入力します。システムは、入力結果から各

建物の部位ごとの劣化状況を a からｄで判定し、各部位の調査結果、築年数や改修状況を加味し

た、総合劣化度を算出します。総合劣化度は、20点から 100 点となり、点数が高いほど劣化が進

行しています。 

（2） 庁舎等行政施設の総合劣化度一覧 

建物点検を公共施設マネジメントシステムに入力した結果、各施設の総合劣化度は、以下のとお

りとなりました。 

 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

昭和４５年度（１９７０）の竣工以来、５３年が経過していることから、建物の老朽化や給排水衛

生設備や電気設備の老朽化がみられます。また、主要室においては、会議室、倉庫、講堂・ホール、

廊下、トイレ及び事務所等において損傷等が多数みられます。 

 

 取手市役所藤代庁舎 

平成２年度（１９９０）の竣工以来、３３年が経過していることから、建物は老朽化しており、改修

工事が未実施部分である電気設備、換気設備及び給排水衛生設備（消防設備）の老朽化がみら

れます。 

 

 取手市役所分庁舎 

昭和５７年度（１９８２）の竣工以来、４１年が経過していることから、建物の老朽化や給排水衛生

整備の老朽化がみられます。 

 

 取手支所・戸頭窓口 

取手支所は、昭和４５年度（１９７０）の竣工以来、５３年が経過していることから、事務室におい

て、床材の劣化により浮いている箇所がみられます。また、ブラインド等の建具が劣化している

箇所がみられます。 

戸頭窓口は、昭和５８年度（１９８３）の竣工以来、４０年が経過していることから、事務室におい
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て、床材の劣化により剥がれている箇所がみられます。 

 

 市民活動支援センター 

会議室・集会室・談話室において、内装等の劣化等は無く良好状態です。 

 

 

注：取手市の公共施設の建築年・保有面積・光熱水費等のデータを総合的に管理するシステム。

定期的に情報更新を行い、ファシリティマネジメント推進の基礎データとなっています。
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図表 3-７ 庁舎等行政施設の総合劣化度一覧 
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第4章 施設整備の基本的な方針等 

4-1  施設の規模・配置計画等の方針 

（1） 庁舎等行政施設の個別施設計画の基本方針 

維持管理手法の区分 

予防保全型の維持管理 

 庁舎等行政施設は、予防保全型の維持管理に取り組み、施設の利用者が安心して利用できる

環境確保に努めます。 

施設の長期使用を目指し、周期的・計画的な修繕・改修を実施し、躯体健全性を確保します。 

躯体健全性の良好な建物は長寿命化改修の検討対象とします。 

 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

「本庁舎」と「議会棟」は、建築後５５年に実施する「あり方の検討②」の期間まで１０年に満たな

いため、「あり方の検討①」を実施せず令和７年度（２０２５）に「あり方の検討②」を行い、長寿命

化改修の実施可否を判断します。 

「新庁舎」は、令和１０年度（２０２８）に建築後３５年に実施する「あり方検討①」を行い、施設機

能について「存続・縮小」、建物の使用期間を検討します。存続・長期になった場合は、令和１５年

（２０３３）頃に大規模改修の時期を迎えます。 

 耐用年数については、鉄筋コンクリート造（ＲＣ）であることから、標準耐用年数を６０年、目標

耐用年数８０年と設定します。 

 目標耐用年数まで使用するために、構造躯体の経年劣化の回復や耐久性に優れた仕上げ材

への取替えなど、建物の耐久性の向上、安全・安心な施設環境の確保、質的向上を図り機能性を

引上げ施設が使用できるようにします。 

 

 取手市役所藤代庁舎 

令和７年度（２０２５）に建築後３５年に実施する「あり方の検討①」を行い、施設機能について

「存続・縮小」、建物は「長期」とする検討結果となった場合は、令和１０年（２０２８）頃に大規模改

修の時期を迎えます。 

耐用年数について、鉄筋コンクリート造（ＲＣ）であることから、標準耐用年数を６０年、目標耐

用年数８０年と設定します。 

長寿命化改修の方針については、あり方の検討①において、存続・長寿命化の判断がされた場
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合は、標準耐用年数を迎える前に、あり方の検討②を実施し、長寿命化改修の実施可否を判断し

ます。 

 

 取手市役所分庁舎 

建築後４１年の令和４年度（２０２２）に「あり方の検討①」を実施し、施設機能評価「存続」とし

「長寿命化」と評価しましたが、未改修箇所が残る屋根、外壁等を早期に改修し、躯体を維持する

ことで長寿命化を図ります。 

建築後５５年となる令和１８年度（２０３６）に「あり方の検討②」を行い、長寿命化の実施可否を

判断します。 

 

 取手支所・戸頭窓口 

取手支所のある福祉会館は、令和７年度（２０２５）に、「あり方の検討②」を行う事から、福祉会

館と連携しながら検討していきます。 

戸頭窓口は、戸頭公民館と同様に、令和４年度（２０２２）に実施した「あり方の検討①」において、

施設機能について「存続」とし建物は「長寿命化」と評価しました。今後適切な維持管理を行いな

がら、長寿命化の実施可否を公民館と連携しながら検討していきます。 

 

 市民活動支援センター 

市民活動支援センターのある取手市役所藤代庁舎は、令和７年度（２０２５）に「あり方の検討①」

を実施するため、施設の供用期間について検討していきます。 
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（2） 庁舎等行政施設の規模・配置計画等の方針  

適正規模・適正配置のこれまでの実績 

これまでに実施した庁舎等行政施設の配置状況は、以下の通りです。なお、今後は人口減少が

懸念されることから、必要な庁舎等行政施設の保有規模を状況に応じて見直すことが課題とな

ります。また、社会情勢の変化に伴う働き方の変化やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）、

他の公共施設との複合化・集約化といったファシリティマネジメントの視点を考慮しながら、まち

づくりの中枢として機能するよう、それぞれの地域特性や実情を踏まえた適正規模・適正配置計

画を検討していく必要があります。 

 

適正な規模計画 

全年齢の市民サービスを維持させていくためには、施設の維持管理・更新経費の最小化の基と

なる「施設の延床面積の縮小化」を実行しなければなりません。第 1 次行動計画では 

縮減率１９．３％と定められており、庁舎等行政施設の適正規模の検討については、ＤＸに伴う

必要床面積の縮小や、それに伴って減少した分にほかの施設を複合化・集約化等といった観点

のほか、まちづくりの中枢として機能するよう、実施されるメリットを十分考慮した上で、計画・

立案を行うことが必要です。 

 

適正な配置計画 

「とりで未来創造プラン２０２４」（令和６年(２０２４)３月）の市推計では、２０４０年には、２０１５

年に比べ、総人口の１７．４％が減少する見込みです。このため、窓口業務など、同様の機能を持

つ施設が近接して配置されている場合には、利用状況を踏まえて集約化や複合化を検討してい

きます。 

昭和 45 年度（1970） 取手市役所（本庁舎・議会棟）建築 

福祉会館建築、福祉会館内に取手支所設置 

平成 2 年度（1990） 藤代町役場建築 

平成 4 年度（1992） 戸頭公民館内に戸頭窓口を開設 

平成 5 年度（1993） 取手市役所（新庁舎）建築 

平成 16 年度（2004） 取手市・藤代町合併により、藤代町役場を「取手市役所藤代庁舎」とし

て開設 

平成 25 年度（2013） 東京電力(株)旧取手営業所を購入し、取手市分庁舎として開設 

平成 29 年度（2017） 旧市民活動支援センターの建物老朽化等により、市民活動支援センタ

ーを藤代庁舎に移転 

旧市民活動支援センター解体 
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それらを踏まえて、適正な配置計画についての考え方や方向性を以下に示します。 

① 配置の考え方 

窓口業務等の利用状況の減少の動向、適正な地域の設定、地域への影響等、諸条件を総合的

に判断した上で、近接施設との複合化や職員の適正配置等、総合的な見直しに努めていきま

す。 

② 建替時等の方向性 

利用者数の動態を踏まえ、他の機能の集約化や複合化について検討します。規模縮小を進め、

窓口業務を行っている施設については、トータルコスト削減のため、他の公共施設との複合化、

事務の効率化や職員の配置等の見直しに取り組んでいきます。 

4-2  修繕・改修等の基本的な方針 

本計画では、第1次行動計画で示された、予防保全型維持管理を実施する施設の、修繕・改修周

期の考え方に沿い、実施していくことを基本的な方針とします。ただし、これまで、大規模改修工

事等が未実施のままで、既に大規模改修の時期が経過している施設については、あり方の検討に

よって運用期間を設定の上、残存期間に見合った内容の改修等を実施します。 

また、庁舎を使用しながらの工事になるため、改修項目ごとに分割して工事を実施等の検討を

します。 
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4-3  目標使用年数、改修周期の設定 

 取手市役所（本庁舎・新庁舎・議会棟） 

予防保全型施設であり、鉄筋コンクリート造（ＲＣ）であることから、目標耐用年数８０年と設定し

ます。 

「あり方の検討②」において、施設機能について「存続」、建物は「長寿命化」とする検討結果及び

躯体の健全性が確認できた場合、令和１２年（２０３０）に建築後６０年の長寿命化改修工事を行う

設定とし、長寿命化改修により社会的要求水準を満たし、目標耐用年数までの使用を目指します。 

 

 取手市役所藤代庁舎 

予防保全型施設であり、鉄筋コンクリート造（ＲＣ）であることから、目標耐用年数８０年と設定し

ます。 

令和１２年（２０３０）に、目標使用年数の中間期となる建築後４０年の大規模改修工事、また、

「あり方の検討②」において、施設機能について「存続」、建物は「長寿命化」とする検討結果及び躯

体の健全性が確認できた場合、令和３２年（２０５０）に建築後６０年の長寿命化改修工事を行う設

定とし、長寿命化改修により社会的要求水準を満たし、目標耐用年数までの使用を目指します。 

 

 取手市役所分庁舎 

予防保全型施設であり、鉄筋コンクリート造（ＲＣ）であることから、目標耐用年数８０年と設定し

ます。 

「あり方の検討②」において、施設機能について「存続」、建物は「長寿命化」とする検討結果及び

躯体の健全性が確認できた場合、令和２３年（２０４１）に建築後６０年の長寿命化改修工事を行う

設定とし、長寿命化改修により、社会的要求水準を満たし、目標耐用年数までの使用を目指しま

す。 

 

 取手支所・戸頭窓口 

取手支所のある福祉会館は、鉄筋コンクリート造（ＲＣ）であることから、目標耐用年数８０年と

設定します。しかし、福祉会館の複合施設として１室を利用しているため、福祉会館と連携しなが

ら検討します。 

戸頭窓口のある戸頭公民館は、鉄筋コンクリート造（ＲＣ）であることから、目標耐用年数８０年

と設定します。しかし、戸頭公民館の複合施設として１室を使用しているため、戸頭公民館と連携

しながら検討します。 
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 市民活動支援センター 

市民活動支援センターのある取手市役所藤代庁舎は、鉄筋コンクリート造（ＲＣ）であることか

ら、目標耐用年数８０年と設定します。しかし、取手市役所藤代庁舎の複合施設として１室を使用

しているため、取手市役所藤代庁舎と連携しながら検討します。 

 

図表 4-1 修繕・改修のイメージ 

 

出典：第１次行動計画 
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第5章 基本的な方針を踏まえた施設整備の水準等 

5-1  改修等の整備水準 

改修等の基本的な方針を踏まえ、本計画の長寿命化計画に必要な整備水準を検討します。 

（１）基本的な改修事項 

① 構造躯体の長寿命化 

躯体については、８０年使用することを目標としています。共用期間中で築４０年目の大規

模改修の実施前に躯体の健全性調査として、コア抜き及びはつり調査を実施し、鉄筋の腐食

度や圧縮強度・中性化深さ測定を行い、残存耐用年数を算定・評価します。そして、目標耐用

年数に応じて必要となる修繕・改修内容を実施します。 

② 屋根・外壁等の外装材 

屋根や外壁などの外装材は、破断や欠損があると漏水が起こり、建物の耐久性に大きな影

響を与えます。そのため、耐用年数に応じて外装材の補修や更新を行い、漏水を未然に防止

する必要があります。 

具体的に、破損部分の補修、雨どいの詰まりには堆積物の清掃など、定期的な点検を行

い、予防保全を計画的に実施していくことで、外装材の耐用年数まで最大限に使用するこ

とができます。 

③ 内部仕上げ 

内部仕上げについては、建物の長寿命化には直接の影響はありませんが、社会的要求を満

たす機能や性能を検討する必要があります。具体的には、内装仕上げ材や家具など老朽部分

の補修・復旧のほか、非構造部材の耐震対策、高断熱・高気密な製品の導入など、社会的要求

を満たす機能や性能を検討する必要があります。 

④ 設備機器 

設備機器については、老朽化に対する補修や交換に加え、長寿命化改修工事等のタイミン

グで必要に応じて空調機の設置や電気容量の見直しの検討を行います。設備機器はメンテナ

ンス性に配慮した配置とし、さらにはＬＥＤ照明等の高効率機器の導入を検討し、イニシャルコ

スト・ランニングコストを踏まえて改修項目を選定します。 

⑤ バリアフリー化 

障害のある施設利用者や職員などが安全かつ円滑に施設が利用できるように、障害の状

態や特性、ニーズに応じた計画を立てます。また、その際にスロープや手すりなどの設置、トイ

レの洋式化を検討します。 
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（２）その他の配慮事項 

①取手支所・戸頭窓口 

福祉会館と複合して設置されている取手支所、及び戸頭公民館と複合して設置されている

戸頭窓口については、市民文化系施設の改修・更新に併せて、施設の最適化を検討します。 

②市民活動支援センター 

藤代庁舎と複合して設置されている市民活動支援センターについては、行政系施設の改

修・更新に併せて、施設の最適化を検討します。 

  



 

35 

5-2  維持管理の項目・手法等 

庁舎等行政施設をできる限り長く、安全で良好な状態で使用するために、今後は、従来のよう

な不具合が生じた後に、補修・修理を行う事後保全型の管理から、不具合を未然に防ぎ、劣化や

損傷が顕在化する前の段階から予防的に対策などを実施することで、機能の維持・回復を図る

計画的な予防保全型の維持管理へ転換していきます。 

計画的な予防保全型の維持管理では、日常的、定期的な施設の点検を実施することが重要で

す。 

日常的、定期的な点検により、建物の劣化状況を把握することで、故障や不具合の兆候を早期

に発見することができるため、突発的な事故・故障が発生する可能性を減少でき、施設利用者の

安全・安心が確保できるとともに、緊急対応に要する修繕費用を縮減することが可能となりま

す。 

また、職員による現地調査結果や各種点検における修繕必要箇所などの情報、並びに工事履

歴や維持管理経費等を、平成２６年度（２０１４）に導入した公共施設マネジメントシステムに継続

して入力することで、情報の一元管理と共用化を図り、計画的な行政系施設の維持管理に取り

組んでいきます。 
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図表 5-1 庁舎等行政施設 各種点検実施表 

 

  

調査 

主体 

調査者 点検 

種別 

実施時期 点検内容 

施 設 管

理 担 当

課 

専門業者 

建築基準

法第 12 条

に基づく定

期点検 

・建築物の敷地・

構造は 3 年以内

ごと 

・敷地、建築構造、建築仕上げ、防火

区画、建築設備などの損傷、腐食そ

の他の劣化状況 

・年 1 回 ・昇降機（エレベーター） 

消防法 ・年 2 回 ・消防用設備（機器点検） 

・年 1 回 

・非常用発電設備用燃料タンク 

・非常用発電設備 

・消防設備（総合点検） 

電気事業

法 

・年 1 回 ・受変電設備（キュービクル） 

・電気工作物（太陽光発電等） ・各月 

各種設備

等の法定

点検 

・年 1 回 ・貯水槽 

・3 年に 1 回 
・フロン定期点検（エアコン） 

※圧縮機出力 7.5kW 以上 

・製造から 10 年 ・給湯器 

各種設備

の自主点

検 

・各月 ・昇降機（エレベーター） 

・3 ヶ月に 1 回 
・エアコン（簡易点検） 

※圧縮機出力 7.5ｋW 以上 

・6 ヶ月 1 回 ・自動ドア 

・年 1 回 ・エアコン（定期点検） 

施設管理 

担当課職員 

各種設備

等の法定

点検 

・3 ヶ月に 1 回 

・エアコン（簡易点検） 

※圧縮機出力 7.5ｋW 未満 

現地調査 

・年 1 回 

・施設の劣化状況の把握、不具合個

所の確認 

・マネジメントシステムへの入力 

・日常 ・日常的な設備の点検 
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第6章 庁舎等行政施設の実施計画 

6-1  改修等の優先順位付けと実施計画 

（1） 実施時期の考え方 

「施設の状態等」や「施設整備の基本的な考え方」、「施設整備の水準等」を踏まえ、庁舎等行政施

設の改修等に関する優先順位付けの考え方を示します。 

優先順位付けについては、総合劣化度の点数が高い施設から順に行うことを基本としますが、

改修等の実施時期の平準化を図るため、次の点を考慮して、優先順位付けを行うものとします。 

 

 
図表 6-1 優先順位の検討 
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（2） 実施スケジュール 

図表 6-2 直近１０年間の整備スケジュール 

 



 

39 

 

（3） 優先順位一覧表 

 

図表 6-3 優先順位一覧表 

 

 

（4） 更新までの対策費用（概算） 

 

図表 6-4 庁舎等行政施設の今後の維持管理更新コスト（長寿命化） 

 

 

 

優先度

１
優先度

２
優先度

３

1 取手市役所 取手市役所（本庁舎） 8001 RC 4 4,640 1970 予防 ② 2025 未実施 66 53

2 取手市役所 取手市役所（議会棟） 8003 RC 2 1,506 1970 予防 ① 2028 未実施 58 53

3 取手市役所 取手市役所（新庁舎） 8002 RC 3 1,661 1993 予防 ① 2028 未実施 56 30

4 取手市役所　藤代庁舎 取手市役所　藤代庁舎 8004 RC 4 6,172 1990 予防 ① 2025 未実施 61 33

5 取手市役所　分庁舎 取手市役所　分庁舎 8005 RC 2 2,306 1982 予防 ① 2022 存続 61 41

6 取手市役所　分庁舎 取手市役所　分庁舎　エレベーター棟 8006 S 2 17 2015 予防 ① 2022 存続 32 8

あり方の検討

優先
順位

施設名 建物名 棟番号 構造 階数
延床
面積
（㎡）

建築
年度

保全
種別

種別
実施
年度

結果 築年数
総合
劣化度

：築30年以上：築50年以上
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6-2  改修等のコストの見通し ～維持・更新の課題と今後の方針～ 

コスト計画における今後の課題 

目標耐用年数８０年まで維持した場合の３２年間（２０２４～２０５５）の費用の合計は、約 40.2 億円 

１年間の平均は約１．３億円と試算されます。令和６年度（２０２４）からの１０年間で約１０．３億円かかる見

込みで、１年間の経費の平均は約１億円となり、ピークとなる令和１２年度（２０３０）では、約５．１８億円の

経費が掛かる見込みです。 

昨今の人件費の増加や物価の高騰に伴い、今後の施設の維持管理費については、より多くのコストが掛

かることが予想されます。市の財政状況も厳しい中でいかにして予算確保し、削減するかが大きな課題に

なります。 

財源を確保するための方策として、専用の基金の創設、貸付・売払い、借地解消等を検討します。 

また、建替え・大規模改修に伴う延床面積の減少や、技術革新に伴う設備面での省エネ化、長寿命化、さ

らには指定管理者制度や包括管理委託、ＰＦＩ等の公民連携手法などの活用を検討し、コスト削減を進める

ことで、効果的かつ効率的な施設運営を図り、新たなサービスの導入に取り組んでいきます。 

公共施設マネジメントシステムの活用により策定した中長期保全計画を基に、劣化状況等を総合的に加

味した工事の先送り、前倒しによる予算の平準化を行うことで、財政負担の軽減を図ります。 
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第7章 計画の推進について 

7-1  情報基盤の整備と活用 

公共施設等の長寿命化を図っていくためには、建築基準法第12条の法定点検結果や定期的な劣化状況

調査結果などの施設の状態に関する情報を個別に整理するのではなく、公共施設マネジメントシステムを活

用して、施設の基本情報、光熱水費をはじめとする維持管理情報、修繕履歴や劣化情報について、データベ

ースを定期的に更新し、一元管理を行い庁内での情報共有を図ります。 

7-2  推進体制等の整備 

施設の維持管理については、各施設所管課、公共施設マネジメント所管課及び財政所管課と連携し、情報

共有を行いながら、全庁的な体制で本計画のマネジメントの対応を図っていきます。また、各施設の職員に

よる劣化状況調査や法定点検等の報告書により、不具合の早期発見と修繕対応を図ります。 

7-3  フォローアップ 

計画の進捗状況を把握・評価し、状況に応じて適切に改善を行います。そのため、PDCA サイクルの

考え方に基づいて計画の推進に取り組みます。特に、計画の見直しに際しては、長寿命化等の実施状況、

劣化状況を評価し、再検討を行います。 
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7-4  市民との情報共有・協働のあり方について 

今後の公共施設のあり方を検討していく際に、庁舎等行政施設は防災拠点のみならず、ボランティ

ア活動を支援する拠点など、さまざまな複合施設として使用されているため、市民や施設利用者等

へのアンケート等の意見を聞く機会を設けて、行政と市民とが市民サービス・機能の必要性と再配置

など各施設の今後について十分に情報共有を図りながら、市民との情報共有・協働のあり方につい

て検討を進めていきます。 
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参考資料 

 建物調査シート 
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